
（仮称）新大田区生涯学習推進計画策定概要

計画の内容 計画の進捗管理
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大田区

関係各課

地域力推進部

推進
体制

〇地域力推進部が中心となり、部局間の連携・調
整を行い、計画事業を円滑かつ効果的に推進
〇区民や社会教育関係団体、自治会・町会、青少
年健全育成関連団体、学校、ＮＰＯ、企業等と協
働・連携する体制を整備

進行
管理

本計画の施策・取組に対する評価は、区民アン
ケート等の結果を踏まえて総合的に実施

１－１
多様な分野での学びの充実

１－２
誰もが学び始めることができ
る仕組みづくり

２－１
つながりが生まれる場づくり

２－２
学びが生かせる仕組みづくり

３－１
学びの情報発信の充実

３－２
推進体制の構築

３－３
施設の機能・利用機会の拡
充

１
個人の学びの充実

２
学びを通じた
つながり・活用の
場の創出

３
地域の学びを
支える環境整備

①誰もが参加しやすい学びの充実
②学びの環境のバリアフリー化
③ICTを活用した学びの充実

①交流の基盤づくり
②活動内容や成果の発表・交流促進

①学びを地域で生かし、発展させる機会の提供

①区民と学びをつなぐ情報発信の充実

①地域力を生かして学びを支える仕組みづくり
②学びに関する相談・コーディネート機能の充実

①地域に根差した学びの拠点づくり
②生涯学習センター・コーナー機能の整理

①ライフステージごとの学びの充実
②心身の健康を育む学びの充実
③安心して暮らすための学びの充実

基本目標 施策 取組の方向性理念
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特色からみた現状と課題

関心が

ある

56.5%

どちらかというと

関心がある

30.5%

どちらかというと

関心がない

8.3%

関心が

ない

3.3%

無回答

1.4%

学びの関心度（n=1,164）

関心度

87.0%

ある

55.4%

ない

44.0%

無回答

0.6%

最近１年間に生涯学習の実行（n=1,164）

主な調査結果
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地域における人と人のつながりが増える

充実した生活を送る人が増える

地域やコミュニティで活動する人が増える

自分らしく生きる人が増える

地域に愛着を感じる人が増える

他人の意見や価値観を尊重する人が増える

わからない

特に効果はない

その他

区が生涯学習を推進することでの効果（n=1,164）

〇区提供の発表の場が団体活動を活発化することに寄与
〇よりわかりやすい情報発信、様々な社会資源の見える
化・ネットワーク化・それらのコーディネート機能が必要

社会教育関係団体
ヒアリング調査結果より

計画の基本的事項

学びを通じて個人の人生を豊かにするとともに、豊かな人と人とのつ
ながりを創出することで、生きがいをもち、自分らしく安心して暮ら
すことができる地域の実現を目的として策定

目的

令和４年度（2022年度）から令和８年度（2026年度）までの５年間期間

学ぶことで、生きがいや心の豊かさを持った区民が増えること、また、
学びをきっかけとして区民が地域とつながることで、地域力向上を図る

地域力
向上

本区における生涯学習の推進に向けた方向性を示すもの
位置
づけ

【区民アンケート調査】
〇18歳以上の区民3,000名を層化無作為抽出
〇郵送配付・回収、WEB回収併用〇回収数1,164名、回収率38.8％
【社会教育関係団体アンケート調査】
〇区に登録の社会教育関係団体1,851団体〇郵送により配付・回収
〇回収数1,203団体、回収率65.0％
【団体ヒアリング調査】
〇社会教育関係団体５団体、障がい者団体２団体、国際交流団体２団
体を対象に調査を実施

基礎
調査

ある

55.4%

ない

44.0%

無回答

0.6%

最近１年間に生涯学習の実行（n=1,164）

(1)学び始めのサポートが求められている

(2)ＩＣＴを活用した学習環境の整備や広報が
求められている

(3)多様な主体が連携することで生涯学習の機
会を充実させられる可能性がある

(4)社会教育関係団体の活動の継続と活発化に
向けた支援が必要である

(5)生涯学習によるつながりづくりが期待され
ている

(6)身近な学習拠点に関する情報提供とその場
を生かしたサポートが求められている

自治会・
町会

社会教育
関係団体

区民

青少年
健全育成
関連団体

企業ＮＰＯ

学校


